
今後の活動方針について

宮崎県在籍型出向等支援協議会スキーム
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連 携

宮崎県在籍型出向等
支援協議会

▶構成機関と連携し、制度の周知
広報・セミナー等の開催を実施

▶構成機関、労働局で把握した
ニーズを産業雇用安定センターへ
共有することで、新たな出向の
成立を図る

▶出向成立の事例の横展開を
図ることで、好循環を生み出す

1



協議会構成機関の周知広報の取組について
九州農政局 宮崎県拠点 ホームページへの掲載 不特定多数

宮崎県経営者協会 リーフレット・ちらし配布 ３００社

大阪航空局 福岡空港事務所
リーフレット・ちらし配布

２２社
メールでの厚労省HPの周知

宮崎県商工会連合会 機関誌への記事掲載 ９３００部

宮崎県中小企業団体中央会 メールでの周知 ２６８社

宮崎県商工会議所連合会
機関誌への記事掲載 ４０００部

リーフレット・ちらし ５００社

宮崎県社会保険労務士会
ホームページへの掲載 不特定多数

セミナーの開催 会員社労士 約８０名

宮崎太陽銀行 窓口でのリーフレット配架 不特定多数

宮崎県 雇用労働政策課 リーフレット・ちらし配布 １１０社

九州運輸局 九州運輸局ホームページへのリンク掲載 不特定多数

九州経済産業局

内部研修にて在籍型出向制度の周知 九州経済産業局職員

説明会・相談会の広報 複数回実施

ホームページへの掲載 不特定多数

メルマガ配信 １２０００余

※事務局にて把握できた分のみ 2



助成金センター窓口アンケート 実施結果
▶調査対象者
宮崎労働局助成金センターへ来所した雇用調整助成金申請事業所、社会保険労務士など。

▶調査時期・回答数
令和３年９月９日～令和３年１１月１２日の開庁日（４４日間）・のべ１６８名

Q1 制度の概要を
知っていますか？ 知っている

31%

知らない

69%

「助成金について」

a 知っている ５２

b 知らない １１６

計 １６８
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Q2 Ｑ1で「知らない」
と回答した方

一度説明だけでも

聞きたい

5%

関係する資料

が欲しい

22%

個別相談を希望

1%

現時点では特に希望なし

72%

「助成金を知らない方」

⑴ 一度説明だけでも聞きたい 6

⑵ 関係する資料が欲しい ２５

⑶ 個別相談を希望 １

⑷ 現時点では特に希望なし 80

未回答 ４ 計 １１２
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マッチング可能であれ

ば活用してみたい

24%

出向を検討中で助言が

欲しい

4%

助成金について詳しく

知りたい

49%

その他 ※

23%

「助成金に関心のある方」Q3 Ｑ1で「知っている」、
Ｑ2で⑷｢希望なし｣以外を
回答された方

⑴ マッチング可能であれば活用してみたい １９

⑵ 出向を検討中のため助言が欲しい ３

⑶ 助成金の要件と内容を詳しく知りたい ３８

⑷ その他 １８

未回答 ７ 計 ７８

⑷その他の内訳

① 現在利用している １

② 現時点では必要なし １７
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●産業雇用安定助成金制度の
認知度の低さ。

●８月１日の助成金制度改正で
グループ企業間の出向も対象と
なったが、助成金制度を知らず
出向を行っていても助成金の
申請へつながらない。

●産業雇用安定助成金・在籍型出向の
メリットについての周知不足

効率的に県内事業所へ適切な
情報提供を行うためには？

課題

アンケート結果による課題と対策

対策

●アンケートにより、興味を
示した事業所への個別対応

（電話ガイダンス・事業所訪問
資料の送付 など）

●雇用調整助成金申請事業所への
リーフレットの配布

●広報紙発行の際の記事掲載

●事業所向け説明会などでの
広報活動

など
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